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１．顔⾯汚染の発⽣状況（１）
【事象発⽣⽇】2⽉６⽇（⽊）

【発⽣場所】２号機原⼦炉建屋

【事象概要】
２号機原⼦炉建屋⼤物搬出⼊⼝の2階の⽚

付け作業を⾏っていた協⼒企業作業員８名の
うち１名について、作業後の休憩所⼊域時の
⾝体サーベイで顔⾯[⼝周り]に汚染が付着し
ていることを確認した。
（⼝周り最⼤︓約50Bq/cm2）
休憩所において可能な限り除染した後、⼊

退域管理棟に移動し、再除染と⿐腔内の汚染
確認を⾏った。管理対象区域から退域可能な
レベル[4Bq/cm2未満]まで除染できたもの
の、⿐腔内に汚染を確認したため、ホールボ
ディカウンタ等による取込量の測定及び預託
線量の評価を⾏った。保守的に評価した預託
線量は、1.18mSvであり、記録レベル未満
と評価した。

推定原因 休憩所で全⾯マスクを袋で養⽣しながら脱ごうとしたところ、袋の縁部が顔⾯に触れたこ
とで、袋に付着した汚染が顔⾯（下唇）に伝搬し、さらに⿐腔内まで伝搬したものと推定。

再発防⽌対策

○作業員が袋を⽤いて養⽣しながら全⾯マスクを脱ぐことを禁⽌。代わりにゴム⼿袋2重
でマスクを脱ぎ、袋へ収納後、外側のゴム⼿袋を外すことで汚染の伝搬を防⽌

○作業員に対し、全⾯マスクの脱着⼿順を再教育する。
○防護装備の脱⾐補助員は、Red zone退域時の全⾯マスク及びアノラックの拭き取りを

より慎重に実施する。

２号機原⼦炉建屋⼤物搬出⼊⼝

■作業場所／放射線防護装備の情報
作業場所の区分︓Red zone
放射線防護装備︓全⾯マスク、Rヘルメット、アノラック、

カバーオール、ゴム⼿袋(3重)、 R⻑靴、
靴カバー 他各種インナー

１



■作業場所／放射線防護装備の情報
作業場所の区分︓Red zone
放射線防護装備︓全⾯マスク、Rヘルメット、アノラック、カバーオール（2重）

ゴム⼿袋(3重)、R⻑靴、靴カバー 他各種インナー

２．顔⾯汚染の発⽣状況（２）

【事象発⽣⽇】2⽉１８⽇（⽕）

【発⽣場所】プロセス主建屋

【事象概要】
プロセス主建屋3階からプロセス主建屋地下滞留⽔中のＰＥ管試験⽚

の引上、取出を⾏った協⼒企業作業員１名について、作業後の休憩所
⼊域時の⾝体サーベイで顔[⼝周り]に汚染が付着していることを確認
した。（⼝周り最⼤︓約6Bq/cm2）
休憩所において可能な限り除染した後、⼊退域管理棟に移動し、

再除染と⿐腔内の汚染確認を⾏った。管理対象区域から退域可能な
レベル[4Bq/cm2未満]まで除染できたものの、⿐腔内に汚染を確認した
ため、ホールボディカウンタ等による取込量の測定及び預託線量の評価
を⾏った。保守的に評価した預託線量は、0.61mSvであり、記録レベル
未満と評価した。

推定原因
当該作業員は外側のゴム⼿袋をアノラックの上に被せて装着しておらず、ゴム⼿袋とアノ
ラックの隙間から侵⼊した汚染⽔が下着を汚染し、全⾯マスクの脱装、下着を交換する等
を⾏う中で顔⾯へ汚染が伝搬したものと推定。

再発防⽌対策
○作業員に対し、アノラック着⽤時のゴム⼿袋着⽤やシーリングのやり⽅、並びに全⾯マ

スクの脱着⼿順を再教育する。
○防護装備の脱⾐補助員は、Red zone退域時の全⾯マスク及びアノラックの拭き取りを

より慎重に実施する。 ２



３．顔⾯汚染、⾝体汚染に係わる今後の対応について（１）

３

先の２件の事象では、汚染者が着⽤した全⾯マスクの外表⾯に⾼い遊離性汚染が確
認されたことから、Ｒゾーンで作業を⾏う協⼒企業（６社）と協議し、

①ＲゾーンからＹゾーン、Ｇゾーンへの汚染の移⾏を防⽌する観点
②休憩所で全⾯マスクを脱ぐ際に、全⾯マスクからの汚染の伝搬を防⽌する観点

で以下の対応１、２を⾏う。

 対応１ 全⾯マスクの拭き取り３回以上
Ｒゾーンから退域する際の、全⾯マスク拭き取りをウェットウエスを３枚以上

使⽤して３回以上⾏う。【2⽉20⽇から開始】
（１回⽬）荒拭き （２回⽬）通常拭き取り （３回⽬）仕上げ拭き取り

 対応２ 全⾯マスクの汚染測定
Ｒゾーンから退域し、休憩所へ移動する前に全⾯マスクの表⾯汚染をスミアで

測定し、汚染が⼀定レベル以下になっていることを確認する。
汚染が⼀定レベル以下になっていなければ、⼀定レベル以下になるまで、拭き

取りを実施する。
※ 震災以降、１〜４号機周辺はバックグラウンドが⾼いため、⼗分な汚染確認を

⾏っていなかったが、今回、鉛遮へいボックスを装備交換所等に配備して、測
定できる環境を整える。
・２⽉19・25⽇ 計7ヶ所に配備【完了】



３．顔⾯汚染、⾝体汚染に係わる今後の対応について（２）

４

プロセス主建屋の事象では、「防護装備に着⽤不備」により下着等が汚染し、その
汚染が「全⾯マスクまたは下着を脱ぐときに」顔⾯に伝搬したと推定された。
これまで、放射線防護教育等で防護装備の標準的な着脱⽅法を教育してきたものの、
汚染付着防⽌のための具体的な着脱⼿順の指導は、各協⼒企業、作業員に委ねてきた。
震災以降の⾼汚染環境下の作業においては、１Ｆ共通の着脱⼿順を定める必要があ
ると考え、対応３、４を⾏う。

 対応３ 汚染付着防⽌のための放射線防護装備の着脱⼿順の明確化
全⾯マスクおよびアノラックの着脱の⼿順について明確化を図り、周知を⾏う。
・防護装備を着る時の靴下、ゴム⼿袋の重ね⽅、シーリング⽅法
・防護装備の脱ぐ順序、ゴム⼿袋の交換のタイミング
・汚染の可能性あるカバーオール、下着等の脱⾐は⼀⼈では⾏わない など

 対応４ 放射線防護に関する全体的な教育
「放射線防護に関する『ふるまい教育』」※の教育内容に、上記対策1〜3を取り

込む。
※ ・2019年6⽉以降、放射線管理不適合が頻発していることに鑑み、同年10⽉

に開始
・当社社員、協⼒企業作業員を対象に年１回実施
・教育内容は、不適合発⽣状況を踏まえ、協⼒企業と協議のうえ、⾒直す



【参考】Rゾーン作業終了〜休憩所での⾝体サーベイまでの流れ

５

（１）Rゾーン出⼊⼝にて、全⾯マスクおよびアノラックの拭き取り

（２）R装備脱⾐所にて、アノラックの脱⾐（脱⾐補助員あり）

（３）全⾯マスクを装着したまま、休憩所へ移動※

（４）休憩所にて、①外側のゴム⼿袋、②カバーオール、③外側の靴下、④全⾯マスク、

⑤内側のゴム⼿袋、綿⼿袋等 を脱⾐・脱装

（５）体表⾯モニタによる汚染測定

⇒（汚染警報が発⽣した場合）⾝体サーベイにより汚染箇所の特定、除染

※ Rゾーンで⾼い汚染が付着した全⾯マスクのままで、休憩所まで移動し、周
囲に他の作業者がいる休憩所脱⾐エリアで、⾼汚染マスクを外すのは汚染拡⼤
に繋がり、放管上、適切ではない。
保護⾐については⼀番外側の汚染したアノラックは休憩所への移動前に脱⾐

している。
本来、汚染した全⾯マスクもR装備脱⾐で脱装が出来れば良いが、現状の１F

環境では、全⾯マスクを脱装してくることができないため、汚染拡⼤を防⽌す
るために汚染した全⾯マスクを丁寧に拭き取り、⼀定以下の汚染レベルになっ
たことを確認することし、対応１、２を追加した。



【参考】全⾯マスクの拭き取り⼿順

６

①全⾯マスクの⾯体を拭き取る。

②全⾯マスクとカバーオールの際のシーリン
グ部分についても拭き取る。

③、④左右のフィルター部分（どの形状マス
クでも）について拭き取る。

ポイント!!
●上記の⼿順を荒拭き、通常拭き、仕上げ拭
きを含めて３回以上拭き取ること。
また、拭き取りについてはウェットなウェス
等で拭き取ること。

●拭き取る毎にウェスは交換すること。

●拭き取る毎にゴム⼿袋を交換すること。

①

③④

②



【参考】鉛遮へいＢＯＸ設置状況（例）

７

★ＧＭ管式サーベイメータ
★βＳＣ５０Φサーベイメータ

ＢＧ測定結果
鉛なし︓7.7kcpm 鉛あり︓100cpm
鉛なし︓5.0kcpm 鉛あり︓50cpm

before after

３号機重汚染装備脱⾐所（Ｒ装備出⼊り⼝付近）



 
 

廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議（第 75 回） 

 

２０２０年度廃炉研究開発計画について 

 

 

１．２０２０年度廃炉研究開発計画のポイント 

（１）基本的な考え方 

 

福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策については、炉の設置者である東京電力

ホールディングス（以下東京電力ＨＤ）が、実施主体としての責任をしっかり果たし

続けていくことが大原則である。 

 

他方、これまで世界にも前例のない困難な取組であるため、「中長期ロードマップ

（2019 年 12 月改訂）」に基づく対策の進捗管理や技術的難易度が高い研究開発に対す

る支援を行うなど国も前面に立って取り組むこととしている。 

 

技術的難度度が高く、国が支援する研究開発の対象については、中長期ロードマッ

プ、原子力損害賠償・廃炉等支援機構の技術戦略プラン、東京電力ＨＤによる廃炉作

業やエンジニアリング、既存の研究開発プロジェクトの進捗状況等を踏まえ、廃炉技

術に関する司令塔である原子力損害賠償・廃炉等支援機構からの助言を得て、廃炉研

究開発計画としてまとめている。 

 

なお、本廃炉研究開発計画に基づく研究開発プロジェクトは東京電力ＨＤによるエ

ンジニアリングと連携して実施し、成果は東京電力ＨＤの実施するエンジニアリング

に活用される。 

 

一方で、燃料デブリ取り出しや廃棄物対策については、燃料デブリやその取り出し

のためのアクセスルート等の原子炉格納容器内状況に関する情報、燃料デブリ取り出

しに必要な研究開発等が未だ限定的であり、大きな不確実性が存在するのが現状であ

る。 

 

このため、今後の東京電力ＨＤによるエンジニアリング、調査・分析や現場の作業

等を通じて得られる知見を踏まえ、新たに必要となる研究開発課題が抽出されること

が想定され、廃炉研究開発計画は鋭意、不断の見直しを図っていくことが重要であ

る。 
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（２）研究開発の全体像 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

※これまでの計画については、「2019 年度廃炉研究開発計画」（廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議（第 63 回 資料 4））を参照

のこと。 
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２．２０２０年度における各プロジェクトの計画 

 

Ⅰ．内部調査等（原子炉格納容器内の状況把握技術の開発） 

 

①燃料デブリの性状把握のための分析・推定技術の開発 

【目的】 

◯ 燃料デブリの取り出し、収納・移送・保管の技術開発、燃料デブリの処理・

処分方法の検討を進める上で、燃料デブリの性状を把握することが重要であ

り、そのための燃料デブリの分析・推定技術の開発を行う。 

【技術開発のポイント】 

◯ 福島第一原子力発電所の燃料デブリは世界初の沸騰水型の原子炉の炉心溶融

事故で生成したものであり、不均一な組成を有し、難溶性かつ多種多様な核

種を含むため、分析精度向上に向けて溶解技術や妨害核種の除去等の技術の

開発を行ってきた。２０２０年度は、原子炉格納容器内から採取された堆積

物等を用いて、これまで開発してきた分析技術の適用性を確認する。 

◯ 福島第一原子力発電所の燃料デブリについては、映像などの情報は一部取得

できているものの限定的なため、その性状を推定する技術の高度化を行う。 

 ①燃料デブリの熱挙動の推定技術の高度化 

 ②燃料デブリの経年変化（粉体化するか等）の推定技術の高度化 

 ③燃料デブリの微粒子挙動の推定技術の高度化 

    

 

 

 

 

 

 

 

    図：燃料デブリの溶解技術の開発    図：燃料デブリ分析設備 

（模擬デブリの溶解試験の様子）    （コンクリートセル）の例 
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②原子炉格納容器内部詳細調査技術の開発／③原子炉圧力容器内部調査技術の開発 

【目的】 

◯ 燃料デブリの取り出し等に向け、原子炉格納容器内・圧力容器内の燃料デブ

リの分布や構造物の状況等を把握するための調査技術の開発を行う。 

【技術開発のポイント】 

◯ 原子炉格納容器内・圧力容器内は、線量が高く、放射性物質で汚染されてお

り、情報が限定的で不確実性が高い中、調査を実施するための装置等を開発

する。 

◯ 原子炉格納容器内部調査については、小型の水中遊泳ロボット等を活用した

調査方法の現場実証のための内部詳細調査等を２０２０年度に実施する。 

＜実証する技術＞ 

 ①アクセス装置、アクセスルートの構築技術（障害物を除去する技術等） 

 ②調査装置（３Ｄ形状測定器、中性子検出器等） 

 ③放射性物質の閉じ込め機能を確保する全体システム 

◯ 原子炉圧力容器内部調査については、圧力容器の上からアクセスする調査方

法について、より放射性ダストの飛散や二次廃棄物を抑制するアクセスルー

ト構築技術の開発を進めるとともに、圧力容器の下からアクセスする調査方

法について、概念検討など開発に着手し、方法の成立性の確認を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：開発した水中遊泳ロボット    図：圧力容器の上からアクセスする 

 （直径２５ｃｍ、長さ１１０ｃｍ）   調査方法のイメージ 
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Ⅱ．燃料デブリ取り出し等（燃料デブリの取り出し、収納・移送・保管の技術開発） 

 

① 燃料デブリの段階的に規模を拡大した取り出し技術の開発 
【目的】 

◯ 格納容器底部に横からアクセスし、小石状等の燃料デブリを取り出す技術の

開発を行う。 

【技術開発のポイント】 

◯ 原子炉格納容器内・圧力容器内は、線量が高く（調査装置の設計上の推定最

大想定値 1000Ｓｖ／ｈ（格納容器内））、放射性物質で汚染されており、情

報が限定的で不確実性が高い中、燃料デブリを取り出すための装置・システ

ムの成立性を確認するための開発・試験を行う。 

＜開発する技術＞ 

 ①アクセス装置、アクセスルートの構築技術 

 ②燃料デブリ切削・回収装置 

 ③放射性物質の閉じ込め機能・臨界監視機能を確保する全体システム 等 

 

 

②燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更なる拡大に向けた技術の開発 

【目的】 

◯ 原子炉格納容器底部に横からアクセスする工法、原子炉圧力容器内部に上か

らアクセスする工法について、燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更

なる拡大に向けた技術の開発を行う。 

【技術開発のポイント】 

◯ 原子炉格納容器内・圧力容器内は、線量が高く、放射性物質で汚染されてお

り、情報が限定的で不確実性が高い中、燃料デブリ・炉内構造物の取り出し

規模を更に拡大するための装置・システムの成立性を確認するための開発・

試験を行う。 

＜開発する技術＞ 

 ①アクセス装置、アクセスルートの構築技術 

  （大型セルの遠隔据付技術、格納容器内の構造物等の撤去技術等） 

 ②燃料デブリ切削・回収装置、燃料デブリと廃棄物の仕分け技術の調査 

  （燃料デブリ切削時のダストを切削した場所で回収する技術等） 

 ③放射性物質の閉じ込め機能・臨界抑制機能を確保する全体システム 等 

  （循環冷却水中に溶出する溶解性核種の除去技術、 

   中性子吸収材が構造物等に与える影響の確認等） 
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 図：大型セル（アクセストンネル）     図：燃料デブリ回収のイメージ 

   のイメージ 

          

 

③燃料デブリ収納・移送・保管技術の開発 

【目的】 

◯ 燃料デブリの取り出し規模の更なる拡大に向け、取り出した燃料デブリを安

全、確実かつ合理的に収納・移送・保管するためのシステムを開発する。 

【技術開発のポイント】 

◯ 燃料デブリの性状把握が限定的な中、臨界防止、放射性物質の閉じ込め、放

射線分解で発生・蓄積する可能性のある水素への対策を考慮し、安全かつ確

実に収納、移送、保管する技術・システムの成立性を確認するための開発・

試験を行う。 

＜開発する技術＞ 

 ①収納技術の開発 

  （収納缶を試作し、その構造安全性の検証試験を行う） 

 ②水素発生量予測の高度化 

 ③乾燥技術の開発 

  （水素発生量を減らすため、燃料デブリを乾燥させる技術を検討する） 
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Ⅲ．廃棄物処理等（１Ｆ廃棄物の性状把握・保管管理・処理・処分の技術開発） 

 

○固体廃棄物の処理・処分の研究開発 

【目的】 

◯ ２０２１年度頃までを目途に、処理・処分方策とその安全性に関する技術的

見通しを得ることを目標として、固体廃棄物の保管・管理技術、安定化・固

定化するための処理（先行的処理）技術、処理・処分概念の構築とその安全

評価手法の開発を行う。また、これらの実施にあたって必要となる性状把握

技術の開発を行う。 

【技術開発のポイント】 

◯ 燃料デブリ取り出しに伴い発生する廃棄物等の高線量廃棄物について、種

類・物量を評価した上で、その安全かつ合理的な保管方法を検討する。その

際、放射線分解で発生・蓄積する可能性のある水素への対策も考慮する。 

◯ 汚染水の浄化に伴い発生する水処理二次廃棄物等の固体廃棄物について、安

定化・固定化するための処理（先行的処理）技術の工学規模の装置等を用い

た試験を行う（高温処理技術及び低温処理技術）。 

◯ 国内外の調査結果等を踏まえ、一部の廃棄物を対象に、処理・処分方法の検

討とその安全評価手法構築に必要な情報を整理する。 

◯ 福島第一原子力発電所の固体廃棄物は、事故により多量かつ核種組成及び放

射能濃度が多様なため、性状把握を効率的に進めるため以下の技術の開発を

行う。 

①分析データと移行モデルに基づく評価データを組み合わせて性状を把

握する方法の構築 

②分析前の前処理の合理化・自動化等による分析方法の簡易化・迅速化 

③高線量廃棄物（セシウム吸着材等）の採取技術の開発 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：高温処理装置のイメージ        図：低温処理による固化体 
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（参考） 

2019 年度研究開発プロジェクトの進捗状況 

17



©International Research Institute for Nuclear Decommissioning

U

OZr

BSE20 m 20 m

20 m 20 m

BSE BSE500nm 500nm

18



•

•

•

•
•

•
•

•
•

•

Obtaining knowledge regarding micronization, morphological change and migration behavior into water due to aging of fuel debris, and
predict long term aging behavior of fuel debris.

Past FY2017 FY2018 works studied radiation aging factor of FD with Cm containing
model samples. Project showed that radiation factor can accelerate aging by
inducing chemical reactions on FD surface within prediction model limits of 50
years: dissolution of components and oxidation in U Zr Fe Si O system

1 Stage

Research program development (Q3 2019 Q1 2020)
• Analyze studies of vitrified HLW matrices chemical stability after

prolonged contact with aqueous solutions
• Analyze experience of studying real fuel debris properties changes
• Determine aging factors and develop aging methodology

2 Stage
Model samples manufacturing (Q3 2019 Q1 2020)
• Cold / hot samples initial characterization
• Experiments infrastructure preparation

3 Stage

Tests implementation (Q1 2020 Q4 2020)
Experimental data analysis:
• Components dissolution, U (VI) oxidation
• XRD, SEM, pH, Oxidation Reduction Potential (ORP), density, porosity, etc.
• Dependence of dissolved oxygen concentration in aquatic environment,

atmosphere, pH
• Degradation rates changes dependences

4 Stage
Development of the mathematical prediction aging model
(Q2 2020 Q1 2021)
• Two selected mechanisms of aging: oxidation of U (IV) >U(VI) & model

Fuel Debris components release into a contact solution

Accelerated aging test (oxidation and dissolution factors);
Experimental data study;
Study of model samples of FD dissolution and oxidation depending on dissolved

oxygen concentration in water, hydrogen peroxide concentration, pH,
temperature, Zr/Si ratio;
Evaluation of aging possibility of F1 debris below respective environments;
Development of mathematical prediction model;
Comprehensive forecasting on aging for respective periods 10, 20, 30, 50 years;
Investigation on FD retrieval, transportation, and storage

Review of the Russian and international experience in the field of vitrified
HLW studies completed;

Test program of samples manufacturing developed (mathematical model
requirements taken into account; ‘large’ samples compositions modified to
reflect different stages of Corium Concrete interaction; base mathematical
model described);

All sample compositions (cold sample, hot sample including Pu) prepared,
cutting implemented;

sample characterization procedure determined by the Research Program
in progress: SEM, XRD, composition tests etc.

Large sized Cold Samples Preparation Ingot after the 1cm step cutting
in perpendicular direction

Conceptual 
Model

Data

Parameters

Evaluation
Limits

Prediction

Mathematical 
ModelTheory

Experimental
Data

Prediction Model will be based on thermodynamic and kinetic
approaches and allow to obtain a set of initial data necessary for the
development of solutions related to the FD retrieval, FD packaging
and container storage

Small sized samples are made of ingots by mechanical cutting with diamond
thread into cubic fragments with an edge of 10 mm (the estimated mass of
each small sized sample is 5 to 8 g) with a total mass of 300 g per sample.
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Fig. 1 simulant manufacturing Fig. 2 Grinder cutting tests

Fig. 3 Spray
scrubbing test

Fig. 4 Dust
transportation

test bench

24



•

•

•
•

The main project goals are: to estimate dust behavior dependency on cutting methods and conditions; to estimate factors exerting influence
on nuclear, radiation and fire safety during the debris removal, on gas and water decontamination from dust; to form conservative initial
requirements for full scale dust collection system and its separate elements.

Manufacturing and assembling the
laboratory scale dust collection system in
the hot cell

Start in March 2020
Completed in July 2020

Cutting tests implementation in the hot
cell

Start in September 2020
Completed in October 2020

Conceptual recommendations for full
scale dust collection system development

Start in November 2020
Completed in February 2021

Review of the Russian experience in the field of development and operating
of dust collection and gas cleaning systems (especially on site of SNF
management) completed;
“Cold” FCM sample A manufacturing and cutting completed;

Program and methodic of cutting tests is developed;
Laboratory scale dust collection system technical design is completed.

A 1 samples
cutting process

A 1 dust samples A 2 samples
cutting process

A 2 dust samples

Four types of samples (A to D) will be cut in the hot cell to assess the difference in
dust behavior and provide the most conservative dust generation conditions.

Samples A: “Cold” fuel contain material to simulate silicate phase of 1F corium;

Samples B: Unirradiated MOX fuel to examine the operability of laboratory scale dust
collection system and optimize sampling and measurement procedures;
Samples C: C 1 WWER SNF (Units 1 2 1F SNF analogue) and C 2 MOX SNF BN 600
(Unit 3 1F SNF analogue) to provide the most conservative tests condition ( nuclides
activity and huge dose rate);
Samples D: “Hot” fuel contain material to simulate metal oxides phase of 1F corium.

Several types of cutting technologies (including laser cutting) on air and in water
will be provided.
Dust generation regularity, amount, content and distribution depend on several
cutting methods and conditions to be assessed;
The filtering materials, elements and integrate dust collection system efficiency to
be assessed;
Causes of the formation of explosive and fire hazardous situations in the gas
aerosol treatment processes to be analyzed;
Sols precipitation rate (in case of in water cutting) to be determined.
Recommendations for design of full scale dust collection system to be developed

Laboratory scale dust collection system basic design

A 1 samples A 2 samples

Hot cell general view Image (4000x magnification)
of dust samples (<1 m)
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多核種除去設備等処理水の取扱いに
関する小委員会 報告書 について

令和２年２月２７日

廃炉・汚染水対策チーム 事務局



表 トリチウム⽔タスクフォースの評価結果について
① 地層注⼊の例 ② 海洋放出の例 ③ ⽔蒸気放出の例 ⑤ 地下埋設の例④ ⽔素放出の例処分方法

イメージ図

技術的
成立性

・適切な地層を見つけ出すこと
ができない場合には処分開
始できない。

・適切なモニタリング手法が確
立されていない。

・原子力施設におけるトリチウ
ムを含む放射性液体廃棄物
の海洋放出の事例あり。

・ボイラーで蒸発させる方式は
TMI‐2(※)の事例あり。

※処分水量：8,700m3

処分期間：2年8か月

・実処理水を対象とした場合、
前処理やスケール拡大等に
ついて、技術開発が必要な
可能性あり。

・コンクリトピット処分、遮断型
処分場の実績あり。

規制
成立性

・処分濃度によっては、新たな
規制・基準の策定が必要

・現状で規制・基準あり ・現状で規制・基準あり ・現状で規制・基準あり
・新たな基準の策定が必要な
可能性あり。

1

ALPS処理⽔の取扱いに関する検討状況について

◇ALPS処理⽔の取扱いの決定に向けて、2つの専⾨家による委員会で、６年余りにわたり検討を実施。
 「トリチウム⽔タスクフォース」における、技術的な評価（詳細は下表）。
 「多核種除去設備等処理⽔の取扱いに関する⼩委員会 」における、⾵評被害などの社会的な影響
も含めた総合的な検討。2020年2⽉10⽇に報告書を公表。

◇検討の過程で、処分⽅法や処分した際の懸念等を広く国⺠からお伺いする、説明・公聴会を開催。

トリチウム⽔タスクフォース（2013年12⽉〜2016年6⽉）
多核種除去設備等処理⽔の取扱いに関する⼩委員会（ALPS⼩委員会）（2016年11⽉〜2020年２⽉）



◇ 福島の産業は、今なお⾵評被害の影響が残り、福島の復興に影響。

◇ 廃炉・汚染⽔対策が着実に進められている中、周辺地域では住⺠帰還と復興の取組が進んで
きており、福島復興と廃炉の両⽴は⼤原則。

◇ その中で、ALPS処理⽔の処分も廃炉の⼀環として、廃⽌措置終了までに処分を着実に終え
る必要がある。他⽅で、ALPS処理⽔の処分は⾵評への影響を⽣じうることから、ALPS処理⽔
の処分を急ぐあまり、⾵評被害を⼤きくすることがあってはならない。

◇ このため、ALPS処理⽔の処分による⾵評への影響を抑えることを⼗分に踏まえて、必要な保
管は⾏いながら、廃⽌措置終了までの間に廃炉の⼀環としてALPS処理⽔の処分を⾏ってい
くことが必要となる。

◇ 政府には、地元を始めとした幅広い関係者の意⾒を丁寧に聴きながら、責任と決意をもって⽅
針を決定することを期待する。

◇ 政府の⽅針決定の中には、処分⽅法の決定のみならず、併せて講ずるべき⾵評被害対策につ
いても取りまとめられるべきである。

2

ALPS⼩委員会 報告書のポイント①（基本的考え⽅）



◇ 技術的に、実績があり、現実的な⽅法は海洋放出及び⽔蒸気放出。国内での実績や放出設
備の取扱いの容易さなどから、海洋放出の⽅がより確実に実施できる。

◇ 海洋放出、⽔蒸気放出による放射線の影響は⾃然被ばくと⽐較して⼗分に⼩さい。
◇ 政府が、こうした点を踏まえながら、関係者の意⾒を聞き、最終的に判断を⾏うべき。

水蒸気放出 海洋放出

技術的観点

 海外の事故炉で前例あり。

※通常炉でも換気に伴う水蒸気放出を実施。

 国内において、廃棄物の処分を目的に、
蒸発させ、放出を行った例はない。

 拡散の事前予測が難しく、モニタリング等
の検討に課題。

 国内外で実績あり。

 国内での実績や放出設備の取扱いの容
易さなど含め、より確実に実施可能。

 比較的拡散の状況を予測しやすく、モニ
タリング等の検討が容易。

社会的観点

 心理的な消費行動等によるところが大きく、優劣の比較は難しい。

 水蒸気放出を選択した場合、相応の懸念
が生じると予測され、社会的影響が生じ
ると考えられる。

 海洋放出は、説明・公聴会や海外の反応
をみれば、特段の対策を行わない場合
の社会的影響は特に大きくなると考えら
れる。

地層注入：適した用地を探す必要があり、モニタリング手法も確立されていない
水素放出：前処理やスケール拡大等について、更なる技術開発が必要となる可能性
地下埋設：固化時にトリチウムを含む水分が蒸発、新たな規制設定が必要となる可能性、処分場の確保が必要

⇒規制的、技術的、時間的な観点からより現実的な選択肢としては課題が多い。 3

ALPS⼩委員会 報告書 のポイント②（処分⽅法について）



◇ 「廃炉と復興の両⽴」が⼤原則。⾵評への影響に配慮し、廃炉の⼀環としてALPS処理⽔を処分
することが重要。

◇ 処分⽅法を⼯夫することにより⾵評への影響を抑えることや、既存の⾵評被害への実績も踏まえ、
効果のあったと考ええられる事例を参考にしながら⾵評被害対策を拡充・強化すべき。

＜風評影響を抑えるための処分方法の工夫＞

 トリチウム以外の放射性物質を確実に再浄化。
 周辺環境や処分設備に異常事態が発生した場合は、処分の緊急停止を行う。

 処分の開始時期、処分量、処分期間、処分濃度について関係者の意見も踏まえて適切に決定。

 処分前のALPS処理水の濃度や周辺環境のモニタリング結果のわかりやすく丁寧な情報発信。

 事前に拡散シミュレーション等を行い、周辺環境の安全性に関して問題のないことを提示。

・ このほか、現時点では想定し得ない論点により、将来風評影響が生じうる。
・ そのため、関係行政機関等が一丸となって継続的かつ機動的に対応することが重要。

＜風評被害防止・抑制・補てんのための経済対策＞

 環境モニタリングと食品のサンプル検査を組
み合わせた安全性に関する分析体制を構築

 GAPや水産エコラベルなどの第三者認証を活用
し、消費者や実需者の信頼確保

 新規販路開拓による福島県産品の常設化
 福島県産品の販促イベントの実施
 小売段階での専門販売員の配置
 オンラインストアの開設 等

＜情報を正確に伝えるためのリスコミ対策＞

 処分実施までの間に、処分方法や科学的知見
等をわかりやすく情報発信

 マスメディアやSNSでの対応に加え、様々な層
を対象として出前講座等を実施

 海外への情報発信を強化。
 廃炉の現状等の基礎的情報
 諸外国のトリチウムの取扱い事例も含め

たALPS処理水の処分方法

4

ALPS⼩委員会 報告書 のポイント➂（⾵評対策について）



海洋への汚染水の影響に対する政府認識

5

ALPS⼩委員会の提⾔を踏まえた今後の進め⽅

◇ ALPS⼩委員会が専⾨的な⾒地からの検討を⾏い、政府に報告書を提出（2020年2⽉10⽇）
◇ 今後、⼩委員会の報告書も踏まえ、地元をはじめとした幅広い関係者の御意⾒をお伺いし、その
結果も踏まえて、政府としての⽅針を決定する予定。

◇ 政府としての⽅針を踏まえ、東京電⼒が具体的な取扱い⽅法を決定し、原⼦⼒規制委員会の認
可を取得した上で、処分を開始。
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多核種除去設備等処理⽔の
取扱いに関する⼩委員会

政府 東京電⼒ 原⼦⼒
規制委員会

東京電⼒

約２年を要する
現在



＜委員長＞

山本 一良 名古屋学芸大学副学長（名古屋大学名誉教授）

＜委 員＞

大西 有三 京都大学名誉教授

開沼 博 立命館大学衣笠総合研究機構准教授

柿内 秀樹 （公財）環境科学技術研究所環境影響研究部研究員

小山 良太 福島大学経済食農学類教授

崎田 裕子 NPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット理事長

関谷 直也 東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター准教授

田内 広 茨城大学理学部教授

高倉 吉久 原子力発電所に関する双葉地方情報会議 議長

辰巳 菊子 （公社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会常任顧問

森田 貴己 （国研）水産研究・教育機構中央水産研究所海洋・生態系研究センター

放射能調査グループグループ長

山西 敏彦 （国研）量子科学技術研究開発機構

山本 徳洋 （国研）日本原子力研究開発機構 理事
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（参考）「多核種除去設備等処理⽔の取扱いに関する⼩委員会」の委員名簿



原⼦⼒災害対策本部（内閣府）※１

本部⻑ ︓内閣総理⼤⾂
副本部⻑︓内閣官房⻑官、経済産業⼤⾂、

環境⼤⾂、原⼦⼒規制委員⻑

廃炉・汚染⽔対策関係閣僚等会議※２

議⻑ ︓内閣官房⻑官
副議⻑︓経済産業⼤⾂
構成員︓外務⼤⾂、財務⼤⾂、⽂科⼤⾂、厚労⼤⾂、農⽔⼤⾂、

国交⼤⾂、環境⼤⾂、復興⼤⾂、規制委員⻑ ほか

汚染⽔処理対策委員会

※１︓原⼦⼒災害対策特別措置法第
１６条第１項に基づき設置。

※２︓福島第⼀原⼦⼒発電所の廃炉・
汚染⽔問題の根本的な解決に向けて、
事業者任せにするのではなく、政府
が総⼒をあげて取り組むため設置。

多核種除去設備等処理⽔の
取扱いに関する⼩委員会(ALPS⼩委)

委員⻑︓⼤⻄有三（京⼤名誉教授）

委員⻑︓⼭本⼀良（名古屋学芸⼤学副学⻑）廃炉・汚染⽔対策福島評議会
議 ⻑︓廃炉・汚染⽔対策チーム事務局⻑
構成員︓福島県、関係⾃治体、地元関係団体・有識者

廃炉・汚染⽔対策チーム会合
チーム⻑ ︓経済産業⼤⾂
副チーム⻑ ︓内閣官房副⻑官
事務局⻑ ︓経済産業副⼤⾂
構成員 ︓関係省庁副⼤⾂、規制委員⻑

7

（参考）各会議体の位置づけ




